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事　　務　　執　　行　　概　　要

　都市整備総務課においては、都市整備部事務事業を効率的かつ円滑及び適正に遂行するため都市整備行政の総合的な企画調整をはじめ、部の人事、予算、決算事務等、所管事務の適正な処理に努めた。

予　算　執　行

　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ)　歳　　　　入

　　当該年度の歳入額は、一般会計862万7,494円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	都市整備費

国庫補助金
	円

7,094,000　
	％

82.2　
　
	・社会資本整備総合交付金

	物品売払収入
	6,732　
	　　　0.1　
	・不用物品の売却

	雑　　　入
	1,526,762　
	　　　17.7　
	・職員費にかかる負担金　等

	合          計
	8,627,494　
	100.0　
	


(ｲ)　歳　　　　出

　　 当該年度の歳出額は、一般会計109億7,094万3,687円、特別会計9億4,627万7,952円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円

9,205,228,861　
	％

83.9　
	・人件費及び事業執行に必要な旅費等の事務費 等

	道路橋りょう費
	59,812,785　
	0.5　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料

	河川砂防費
	21,931,269  
	0.2　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料　等

	公園費
	11,188,720　
	0.1　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料　等

	一般管理費
	4,127,356  
	0.1  
	・非常勤作業員雇用に係る経費　等

	建築総務費
	1,668,611,246
	15.2  
	・人件費及び事業執行に必要な消耗需用費等の事務費 等

	建築指導費
	43,450  
	0.0  
	・事業執行に必要な職員手当等の事務費

	合　　　　計
	10,970,943,687
	100.0　
	


府営住宅事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	府営住宅費
	円

946,277,952 
	％

 100.0
	人件費 等

	合　　　　計
	946,277,952 
	100.0 
	


 (1)　総務・企画グループ

１　総 務 的 事 項

課の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等の適正な執行に努めるとともに、都市整備行政の円滑な推進をはかるため、部内外の連絡調整に努めた。

事 務 執 行 概 要

ア．人事管理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すとともに、職場の明朗化と事務処理の能率化に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整備改善を図り、課員の健康保持、疾病予防に努めた。

なお、当該年度における状況は次のとおりである。

· 疾病等による長期休業者の状況（１ケ月以上）

0　名
ウ．部業務の連絡調整

府議会等の連絡調整を行うため、他部局課等との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めた。

エ．その他

主たる物品の購入状況

　　　　　　該　当　　なし

２　企 画 的 事 項

部の行政の企画及び調整に関する事務、部の広報及び広聴に関する事務を執行し、都市整備行政の効率的な運営、事業の円滑な推進に資するよう努めるとともに、部所管の訴訟事件等に関する事務を処理した。

　　なお、令和４年度におけるそれぞれの事務執行状況は次のとおりである。

事 務 執 行 概 要

ア．部の行政の企画及び調整に関する事務

　　①　府議会関係事務

提出予定議案について法規面における調整を行うとともに、本会議、委員会等における関係資料の調整に関する事務を行った。

②　法規関係事務

部所管の条例、規則、告示等について法規審査を行った。

③　国家予算要望関係その他の事務

部の国家予算の編成に関する要望・提案の取りまとめを行うとともに、市長会等各種団体からの要望の検討整理を行った。

イ．部の広報、広聴に関する事務

　　　情報主任会議を通じて、部の広報、広聴事務の円滑な推進に努めた。

ウ．部所管の訴訟等に関する事務

抗告訴訟、損害賠償請求などの事件で令和３年度末において係属中の事件は12件である。令和４年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件は５件であり、令和４年度中に解決した事件は８件である。この結果、令和４年度末において係属中の事件は９件で、それぞれの概要は次のとおりである。

1 令和４年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件（訴訟が係属中のもの）　＜４件＞　

	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所堺支部　

　　　　　　　　令和４年（ハ）第178号　妨害予防等請求事件

　　　　　　　　R4. 2.25　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　平成29年10月、台風21号による豪雨災害により、大阪府が管理する一般国道310号の河内長野市末広町所在の擁壁が崩落し、本件国道に隣接する原告所有地に土砂等が流入した。

　　同月、大阪府と訴外Ａ社は、本件災害に係る復旧工事の請負契約を締結した。

　　同年11月、本件工事において、Ａ社は、本件国道と本件土地の間の仮道路区域線を越境して工事を実施し、原告所有地内のコンクリート舗装の進入路の一部を損傷した。

　　本件は、原告が大阪府を被告として、擁壁の後退及びＵ字溝の設置、並びに工事費用及び営業損害に係る賠償費用の支払を求め、大阪地方裁判所堺支部に訴えを提起したもの。

	2
	□事　件　名　　茨木簡易裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ハ）第239号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R4. 7.29　提　　起

	
	　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第9040号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R4.10. 3　移　　送

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　令和３年12月、高槻市柱本４丁目22地先の府道茨木寝屋川線で、原告が運転する車両が前方の車両を追い越す際、道路脇の樹木に接触する事故が発生した。同日、原告から大阪府に対し、車両の補償を求める旨の連絡があり、大阪府は、本件事故の場所を確認したうえで、道路脇周辺の木を伐採した。

　　令和４年３月、大阪府は、枝が突き出ていたことは事実であるため、保険会社より１から２割を補償することは可能であると原告に伝えたところ、原告は、１から２割の補償では納得できないとして、道路管理者の大阪府に対し、国家賠償法第２条に基づく損害賠償を求めて、訴えを提起した。

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　令和４年（ワ）第11342号　建物収去土地明渡等事件

　　　　　　　　R4.12.23　提　　起

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　大阪府は道路事業予定地として先行買収した寝屋川市上神田二丁目368番３外22筆の土地（997.96㎡。以下「本件土地」という。）の一部について、被告であるＡ氏に対して令和２年５月から令和３年３月の期間で行政財産使用許可を行った。
令和３年３月をもって許可期間は終了したが、Ａ氏は原状回復義務を履行することなく建物・工作物等を存置した。
大阪府は、Ａ氏に対し原状回復義務の履行を再三に渡って要求したが履行されなかった。
同年８月、被告であるＢ氏に、存置された建物の所有権が移転された。

令和４年２月、府は、Ｂ氏に対し事情聴取したところ、当該建物及び工作物等は全てＢ氏の所有物であり、さらに、本件土地の地上権を所有していると主張。大阪府に対し、当該建物及び工作物等の買い取り又は賃借契約の締結を行うよう要求した。

同年８月、訴えの提起に先立ち、大阪府は、大阪地方裁判所に対し、被告Ｂ氏が占有する本件各建物につき処分禁止の仮処分命令並びに本件土地及び本件各建物につき占有移転禁止の仮処分命令の申立てを行った。

同年９月、仮処分決定し、裁判所執行官による保全執行が実施された。

同年12月、大阪府は、不法占拠状態の解消等を図るため、不法占拠者であるＢ氏に対し、本件土地の建物工作物収去土地明渡請求及び使用料相当損害金の支払請求訴訟、並びにＡ氏に対し、使用料相当損害金の支払請求訴訟を提起した。

	4
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第11432号　不当利得返還請求事件

　　　　　　　　R4.12.26　提　　起

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　令和２年１月、大阪府管理道路において道路照明灯が倒壊する事案が発生し、緊急点検を実施した。

　　同年３月、緊急点検結果の記録時に約26,300基ある道路照明灯台帳の情報更新を開始した。

　　同年10月、大阪府管理道路内において、現地に存在しない道路照明灯の契約が残っていることが判明した。全ての道路照明灯の契約内容を確認するため、電力契約情報の整理及び現地調査を開始した。併せて、被告へ調査協力の依頼を行い、電気料金の返還について協議を開始した。

　　調査の結果、存在しない道路照明灯について、電気料金を支払っていることが判明した。

　令和４年12月、大阪府は、存在しない道路照明灯に係る支払い済みの電気料金の返還を求め、大阪地方裁判所に訴えを提起した。


3 令和４年度に新たに提起された事件、あるいは訴訟に補助参加した事件（令和４年度中に解決したもの）　＜１件＞
	1
	□事　件　名　　長野地方裁判所飯田支部　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第34号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R4. 7.21　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

令和４年7月、原告が、大阪府に対し、「国民として、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第４条に定められた国民の義務履行」に要した経費２千円の支払を求め、長野地方裁判所飯田支部に訴えを提起したもの。


4 令和４年度に解決した事件（令和３年度以前に提起されたもの）　＜８件＞
	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成26年（ワ）第5652号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H26. 6.19　提　　起（その後、関連訴訟と併合）

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

平成18年12月、大阪府は、被告と「都市計画道路大和川線シールド区間詳細設計委託」契約を締結し、平成20年3月、成果品の納品を受けた。この成果品の検討内容は、立坑に作用する外力の設定等に誤りがあり、立坑の安定性について、実際は不安定であるにも関わらず「安定している」と誤った内容を記載したものであった。その後も、被告は「立坑は安定している」と誤った説明を続けていた。大阪府は、被告の主張を信じ、平成23年3月、開削工事を開始した。
その後、施工業者の指摘や学識経験者が参画した検討により、立坑の不安定性が明らかとなり、大阪府は、開削工事の一時休止及び安定化対策のための追加工事の発注を行った。被告が、正しい設計を行わず、「立坑は不安定である」という正しい情報を大阪府に伝えなかったことにより、大阪府は、過大な工事費を支出することとなったことから、大阪府が被った損害賠償金等の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

※関連訴訟　大阪地方裁判所

平成27年（ワ）第3988号　委託代金支払請求事件

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成27年（ワ）第3988号　委託代金支払請求事件

H27. 4.18　提　　起

H27. 7. 2  関連訴訟と併合

	
	□事　件　名　　大阪高等裁判所　

令和３年（ネ）第1121号　損害賠償請求控訴事件

R3. 4. 5　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

大阪府が原告と締結した「一級河川寝屋川香里西調節池外構造物補修設計委託」契約に基づく委託代金について、大阪地方裁判所平成26年（ワ）第5652号事件において、原告に訴求している損害賠償請求権を自働債権として相殺したところ、原告が、大阪府の損害賠償請求権は存在しないことを主張し、大阪府に相殺された委託金額の支払い等を求めて、訴えを提起したもの。

※関連訴訟　大阪地方裁判所　

平成26年（ワ）第5652号　損害賠償請求事件

	3
、
4
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成30年（ワ）第9534号  所有権確認等請求事件①

H30. 10.25　提　　起

	
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成31年（ワ）第2780号  建物等収去土地明渡等反訴請求事件②

H31. 3.29　提　　起

	
	大阪高等裁判所

　　　　　　　　令和２年（ネ）第1893号　所有権確認等本訴、建物収去土地明渡等反訴請求控訴事件

R2. 8. 19　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要①
昭和31年9月、大阪府は、主要地方道堺大和高田線の道路改良事業に要する用地として、藤井寺市北岡一丁目994番の土地（以下「本件土地」という。）を訴外Ａ氏より買収し、同年12月に所有権移転登記を行った。

　昭和32年10月、訴外Ｂ氏が本件土地の一部の上に建物（以下「旧建物」という。）を新築し、平成7年2月に所有権保存登記を行った。

　平成7年4月、原告は、旧建物を取り壊し、新たに建物を新築し、平成8年2月に所有権保存登記を行った。なお、原告は、平成7年3月に訴外Ｂ氏から本件土地及び旧建物を買い受けたと主張している。

　本件は、原告が本件土地について原告の所有であることの確認等を求めて、訴えを提起したもの。
※関連訴訟　大阪地方裁判所　

平成31年（ワ）第2780号　建物等収去土地明渡等反訴請求事件

	
	□原　　　告　　大阪府　

□事件の概要②
　平成30年（ワ）第9534号（本訴）において藤井寺市北岡一丁目994番（以下「本件土地」という。）の土地について被告（本訴原告）の所有であることの確認を求めて提訴されているところ、何らの権原もなく本件土地を占有しているとして建物の収去・土地の明け渡し等を求めて、反訴提起したもの。
※関連訴訟　大阪地方裁判所　

平成30年（ワ）第9534号　所有権確認等請求事件

	5
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

令和２年（ワ）第1800号　境界確認等請求事件
R2. 2.27　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

平成30年3月、被告の一人であるＡ氏から、大阪府に対し、摂津市千里丘５丁目18番1（以下「18番1土地」という。）と府道大阪高槻京都線敷地（以下「府道敷地」という。）との境界に係る公共用地境界確定協議依頼があり、平成30年5月、大阪府は被告Ａ氏及び被告の一人であるＢ氏（18番１土地の隣接土地である22番１の所有者。）らと境界確定協議に係る現地立会を実施し、本件土地と府道敷地との境界について合意のうえ、平成30年６月、境界確定図を被告Ａ氏に交付した。

本件は、摂津市千里丘５丁目23番１（以下「23番１土地」という。）を所有する原告らが、被告ら（大阪府を含む）に対し境界確認を求め、（仮に23番1土地が本件土地の範囲と一致しないとしても）原告らは本件土地を時効取得しているとして、被告ら（大阪府を含まない）に対し本件土地部分の分筆及び登記移転を求めて、訴えを提起したもの。

	6
	□事　件　名　　京都簡易裁判所　

　　　　　　　　令和３年（ハ）第10476号　行政財産目的外使用許可使用料支払請求事件

　　　　　　　　R3. 4.15　申 立 て

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　令和元年12月、被告は、大阪府に対して、行政財産目的外使用許可の申請を行い、令和２年１月、大阪府は、被告に対して、行政財産目的外使用許可を行った。その後、被告より支払いがなく、２度にわたり督促状を発送した。

　　以降、被告に対して、再三の催告を行ったが、被告は許可期間より前に使用をしない旨を通知したと主張し（事実に反する）、使用料の納付を拒否したため、裁判所に支払督促の申立てを行ったもの。
※被告より異議があったため、訴訟に移行

	7
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第1272号　境界確定請求事件

　　　　　　　　R4. 2.17　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外1名

□事件の概要

　　八尾市黒谷六丁目262番の原告が所有する土地は、大阪府が所有する砂防敷、八尾市が所有する河川及び道路、登記簿上、訴外Ｂ氏が所有者となっている土地と隣接している。登記事項証明書の記載によれば、訴外Ａ氏は、原告が所有する本件土地の前所有者である。また、訴外Ｂ氏は、既に死亡しており、現在の土地の相続関係は不明である。

　　大阪府は、本件土地と府所有地について、同年６月、訴外Ａ氏の代理人及び事務代行者、大阪府、八尾市並びに訴外Ｂ氏の相続人のうち１名による現地立会を実施した。立会の際に、大阪府及び八尾市は、相隣地所有者（所有者が死亡している場合は相続人の半数以上）の承諾が得られれば、立ち会ったとおりの境界点で文書による境界確認を行うことで訴外Ａ氏の事務代行者と合意したが、訴外Ｂ氏の相続関係が明らかでないため、確認に応じることはできなかった。

　　令和３年９月、原告は、訴外Ａ氏から本件土地について、売買による所有権移転登記を受けた。

　本件は、原告が、大阪府及び八尾市に対し、本件土地の境界確定を求めて、訴えを提起したもの。


5 令和３年度以前に提起され、令和４年度末においてなお係属中の事件　＜５件＞
	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成23年（ワ）第10935号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H23. 8.29　提　　起

	
	　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和３年（ネ）第2152号　損害賠償請求控訴事件

　　　　　　　　R3. 9.10　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外4名

□事件の概要

　　大阪府の調節池築造工事について、請負業者が行った家屋調査の結果、施工箇所に隣接する原告の土地が地盤沈下し、同土地上の工場建物内のクレーン設備等に損傷が発生していることが判明した。大阪府は損失補償として、クレーン設備等の損傷に対する補償額の提示を行ったが、原告は調節池の設置及び管理に瑕疵があり、損害を被ったとして、国賠法第1条及び第2条並びに民法第709条及び第717条に基づき本件土地及び建物の復旧工事費用の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

令和元年（ワ）第8080号　損害賠償請求事件
R1. 9.10　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外１名

□事件の概要

平成30年5月より、大阪府は、二級河川佐野川において、防潮堤の耐震対策工事（南海トラフ巨大地震対策）のため、既設防潮堤の堤外地側に鋼管杭を打設した。

平成31年2月、原告は、所有する物件について、泉佐野市と大阪府が、防潮堤の鋼管杭打設中に既設排水管を遮断したことで、平成30年8月の台風第20号及び9月の降雨により浸水被害が発生したと主張し、既設排水管の管理者である泉佐野市に対し、耐震対策工事施行者である大阪府と連帯して、損害賠償金を支払うことを求め、大阪簡易裁判所に民事調停を申し立てたが、不成立となった。なお、大阪府は同調停に利害関係人として参加した。

本件は、原告が、大阪府らに対して、連帯して、損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

令和元年（ワ）第8381号　損害賠償等請求事件
R1. 9.20　提　　起

	
	□事　件　名　　大阪高等裁判所　

令和４年（ネ）第204号　損害賠償請求控訴事件
R3.12.24　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　

□事件の概要

平成29年10月、台風第21号の襲来に伴い、大阪府の下水処理施設である今池水みらいセンター敷地内において、堺市の下水道管の破損による陥没事故が発生した。

これに対して、大阪府は法的な責任はなく、公共下水道管理者の管理責任の範囲内とであり、費用負担の責任もなく、負担は出来ないと主張したため、原告は、当該事故による損害賠償等を求めて、平成31年４月に大阪簡易裁判所に対して民事調停を申し立てたが、不成立に終わった。

本件は、原告が、大阪府に対し、当該事故による損害賠償金の支払い等を求めて、訴えを提起したもの。

	4
	□事　件　名　　堺簡易裁判所

　　　　　　　　令和３年（ハ）第459号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R3. 7.30　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　平成25年頃より、大阪府は、二級河川和田川旧河川敷地（堺市南区美木多上）上の不法占拠物件について、不法占拠指導を行ってきた。

　　令和３年７月、大阪府は、河川管理に支障があることから、当該不法占拠物件のうち、所有者が確知できないものについて、河川法第75条第３項に基づく簡易代執行により撤去を行った。原告は、本件撤去の現場に現れ、本件撤去により取り壊された建物の所有権を主張し、本件撤去は原告の所有権を侵害するものであるとしたが、同年８月には、全作業を完了した。

　　本件は、原告が、大阪府を被告として、不法行為に基づく損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	5
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第1756号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R4. 3. 3　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　平成29年11月、高槻市沢良木町18番７号付近の府道枚方高槻線で、自転車を運転していた原告が、単独で転倒する事故が発生した。

同年12月、原告の夫から、大阪府あてに「病院で治療中」との内容の架電があった。電話の内容を受けて、同日現場確認の後、大阪府から、原告の夫あてに架電し、原告の夫からは「追って原告から連絡させる」旨の返答があった。平成30年３月、原告代理人から、大阪府あてに、本件事故に関する原告の受任通知等が送達。受任通知には、原告の治療目途がつき次第連絡する旨の記載があった。

　　令和３年３月、原告代理人から、大阪府あてに、損害請求書が送達。以後、令和４年１月まで、原告代理人と大阪府との間で示談交渉を行ってきたが、賠償額と過失割合に見解の相違があり成立には至らなかった。

　　本件は、原告が横断防止柵の管理者である大阪府に対し、設置管理の瑕疵があったとして、国家賠償法２条に基づき、損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。


エ．令和４年度　条例、規則等の制定及び改廃
①　条例の制定及び改廃

○　大阪府建築都市行政事務手数料条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.6.14
	大阪府条例第54号
	長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の改正により、既存の住宅のうち、その構造及び設備が長期使用構造等に該当すると認められるものについて、増改築行為がなくとも長期優良住宅維持保全計画を認定することができることとされたこと等に伴い、当該事務に係る手数料を新たに設定する等による所要の改正


○　大阪府屋外広告物条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.10.31
	大阪府条例第67号
	地方自治法第252条の17の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、屋外広告物法等に基づく事務の一部を守口市が処理することとすることに伴う所要の改正


○　大阪府福祉のまちづくり条例及び大阪府建築基準法施行条例の一部を改正する条　
　　例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.10.31
	大阪府条例第68号
	建築基準法の改正による所要の改正


○　大阪府建築都市行政事務手数料条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.10.31
	大阪府条例第69号
	建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準の改正により、共同住宅等に係る低炭素建築物新築等計画の認定及び変更の認定について共用部分を評価することが必須とされたことから、共同住宅等の共用部分を評価しない場合に関する規定を削除することに伴う所要の改正


○　大阪府附属機関条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.12.23
	大阪府条例第77号
	大阪府都市公園施設設置者選定委員会の名称を大阪府都市公園施設整備運営事業者選定委員会に改正するとともに、担任する事務を改めることに伴う所要の改正


○　大阪府風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.12.23
	大阪府条例第78号
	放送法の改正による所要の改正


○　大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条　
　　例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.12.23
	大阪府条例第79号
	法人税法の改正により、連結納税制度が廃止されたことに伴い、租税特別措置法において、連結納税制度の適用を受ける法人による短期所有の土地の譲渡に係る宅地造成が優良な宅地の供給等に寄与すると認定する事務が廃止されたことから、当該事務を市町村が処理することとしている規定を削除することに伴う所要の改正


○　大阪府気候変動対策の推進に関する条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.3.23
	大阪府条例第15号
	エネルギーの使用の合理化等に関する法律等の改正による所要の改正


○　大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条　

　　例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.3.23
	大阪府条例第22号
	宅地造成等規制法の改正により、土地の用途にかかわらず、宅地造成、盛土及び土石の堆積等の規制を行うこととされることに伴い、改正前の法律に基づく宅地造成工事規制区域の指定等の事務を市町村が処理することとしている規定を削除することに伴う所要の改正


○　大阪府自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.3.23
	大阪府条例第23号
	道路交通法の改正により、自転車の運転者について、乗車用ヘルメットの着用に係る努力義務が定められたことに伴い、本条例に基づく高齢者の乗車用ヘルメットの着用の努力義務に関する規定を削除することに伴う所要の改正


○　大阪府建築都市行政事務手数料条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.3.23
	大阪府条例第24号
	建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の改正により、建築物エネルギー消費性能向上計画の認定等においてエネルギー消費量の計算によらず、住戸の設備等の仕様に基づいて認定等を行うことができることとされたことに伴い、当該事務に係る手数料を新たに設定する等による所要の改正


○　大阪府建築基準法施行条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.3.23
	大阪府条例第25号
	建築基準法の改正により、建築物の省エネルギーのための改修及び再生可能エネルギー設備の導入に支障となる容積率、高さ及び建蔽率の制限について、特定行政庁が認めた場合に緩和することとされたことに伴い、当該事務に係る手数料を新たに設定する等による所要の改正


○　大阪府駐車場条例を廃止する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.3.23
	大阪府条例第34号
	大阪府江坂立体駐車場及び大阪府茨木地下駐車場を廃止することに伴う廃止


②　規則の制定及び改廃
　○　大阪府景観条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.6.22
	大阪府規則第57号
	1.建築基準法の改正による所要の改正

2.押印義務見直し指針に基づき、景観計画区域行為届出書等において押印を要しないこととすることに伴う所要の改正


　　　○　大阪府路線バス・タクシー事業者燃料費高騰対策事業補助金交付規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.7.13
	大阪府規則第64号
	新型コロナウイルス感染症及び原油価格の高騰の影響を受ける路線バス事業者又はタクシー事業者を対象とした路線バス・タクシー事業者燃料費高騰対策事業補助金の交付の要件、交付の申請及び決定その他当該補助金の交付に関し必要な事項を定めることに伴う所要の改正


○　大阪府長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.9.30
	大阪府規則第70号
	長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の改正に伴い、長期優良住宅維持保全計画の認定の申請書に添付する図書及び報告を行う場合の方法等について定めることに伴う所要の改正


○　大阪府企業財務規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.11.2
	大阪府規則第79号
	手形法及び小切手法に基づく手形交換所として、全国を所管区域とする電子交換所が新たに指定されることに伴い、小切手の支払地の属すべき区域を改めることに伴う所要の改正


○　大阪府都市公園施設設置者選定委員会規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.12.26
	大阪府規則第91号
	1.大阪府附属機関条例の改正により、委員会の名称を大阪府都市公園施設整備運営事業者選定委員会に改めることによる所要の改正
2.委員の定数について、５人以内を６人以内に改めることに伴う所要の改正


○　大阪府建築士法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R5.2.24
	大阪府規則第7号
	建築士法施行規則の改正により、一級建築士の免許の申請等に貼付する写真に係る規定が改められたことに伴い、二級建築士の免許の申請書等に貼付する写真についても同趣旨の改正を行うことに伴う所要の改正


○　大阪府駐車場条例施行規則等を廃止する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R5.3.24
	大阪府規則第16号
	大阪府駐車場条例の廃止に伴う、大阪府駐車場条例施行規則、大阪府駐車場指定管理者選定委員会規則及び大阪府駐車場指定管理者評価委員会規則の廃止


○　大阪府建築基準法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R5.3.24
	大阪府規則第17号
	1.建築基準法の改正により、建築物の省エネルギーのための改修及び再生可能エネルギー設備の導入に支障となる高さの制限について、特定行政庁が認めた場合に緩和することとされたことに伴い、当該認定及び許可の申請書の添付書類等について定めることに伴うの所要の改正

2.押印義務見直し指針に基づき、大阪府建築基準法施行細則第６条第３項の規定による届書等において押印を要しないこととすることに伴う所要の改正


○　大阪府気候変動対策の推進に関する条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R5.3.31
	大阪府規則第36号
	エネルギーの使用の合理化等に関する法律等の改正による所要の改正


③　訓令の制定及び改廃

　　　○　大阪府収用委員会事務局処務規程の一部改正

	公布年月日
	訓　令　番　号
	改正内容

	R5.3.31
	大阪府訓令第11号
	組織の改正による所要の改正


(2)　人事グループ

部の人事については、職員の異動、昇任昇格者調整、職員の退職事務、部内職員研修、部内職員表彰及び部の行政運営の管理に関する事務を行った。

このほか、組合交渉、職免、公務災害等人事に関する業務を処理した。

ア．昇任昇格一覧表（所属別、職階別）令和４年度

・令和４年度中に昇任発令のあった者の数を示す（事業管理室、建築総務課、居住企画課、建築防災課、建築指導室、建築振興課、住宅経営室及び公共建築室については、令和４年度当初昇任に係るもの。事業調整室については、年途昇任に係るもの。住宅建築局各所属は年途昇任がなく記載せず。）。なお、所属は昇任前の所属を、職階は昇任後の職階を示してある。

	職種・職階

所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合

　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	都市整備総務課
	1
	1
	
	3
	1
	6
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	7

	事業管理室
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	2
	
	3
	
	
	
	3

	事業調整室
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1

	道路室
	
	
	1
	1
	
	2
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	4

	交通戦略室
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	2
	
	
	
	2

	河川室
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1

	下水道室
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	2

	公園課
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	2

	用地課
	
	1
	1
	1
	
	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	3

	収用委員会事務局
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	建築総務課
	1
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1

	居住企画課
	
	
	
	1
	
	1
	
	1
	1
	
	
	2
	
	
	
	3

	建築防災課
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	1

	建築指導室
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	2
	3
	
	
	
	3

	建築振興課
	
	
	1
	1
	
	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	2

	住宅経営室
	
	1
	1
	
	
	2
	1
	
	
	1
	1
	3
	
	
	
	5

	公共建築室
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	3
	7
	11
	
	
	
	11

	計
	2
	3
	6
	8
	1
	20
	2
	2
	3
	11
	13
	31
	
	
	
	51


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合
　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	池田土木事務所
	
	
	1
	1
	2
	4
	
	
	2
	3
	2
	7
	
	1
	1
	12

	茨木土木事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	2
	2
	2
	6
	
	
	
	6

	枚方土木事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	3
	1
	5
	
	1
	1
	6

	八尾土木事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	2
	1
	4
	
	1
	1
	5

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	2
	3
	5
	
	1
	1
	7

	鳳 土 木 事 務 所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	2
	1
	3
	
	
	
	3

	岸和田土木事務所
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	
	
	
	
	
	1
	1
	3

	西大阪治水事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	1
	1
	3

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	1
	2
	3
	
	
	
	4

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	
	1
	2
	
	
	
	3

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	1

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	4
	5
	9
	
	
	
	10

	安威川ダム建設事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	2

	モノレール建設事務所
	
	
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	1
	3
	
	
	
	3

	計
	
	
	1
	1
	8
	10
	
	1
	8
	22
	21
	52
	
	6
	6
	68

	合　　計
	2
	3
	7
	9
	9
	30
	2
	3
	11
	33
	34
	83
	
	6
	6
	119


1． 退職者一覧表　（令和４年度）
・令和４年度中に退職した者の数を示す。　
	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	専　 門　 員
	計
	

	都市整備総務課
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	事業調整室
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	道路室
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	交通戦略室
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	河川室
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	1
	
	
	1
	1
	3
	
	
	
	
	
	4

	下水道室
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	公園課
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	2

	用地課
	
	
	
	1
	
	2
	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	3

	収用委員会事務局
	1
	1
	
	
	
	
	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	2

	居住企画課
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	建築環境課
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	建築指導室
	
	
	
	
	1
	2
	3
	
	
	
	1
	
	1
	2
	
	
	
	
	
	5

	住宅経営室
	
	
	
	
	1
	3

(2)
	4
(2)
	
	
	
	
	1
	2
	3
	
	
	
	
	
	7
(2)

	公共建築室
	
	
	
	1
	
	1
	2
	
	
	
	
	3
	6
(2)
	9
(2)
	
	
	
	
	
	11
(2)

	計
	1
	1
	
	3
	2
	9
(2)
	16
(2)
	1
	4
	1
	2
	6
	10

(2)
	24
(2)
	
	
	
	
	
	40
(4)


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	専　 門　 員
	計
	

	池田土木事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	1
	
	1
(1)
	2
(1)
	3
(1)

	茨木土木事務所
	
	
	
	
	4
(1)
	2
	6
(1)
	
	1
	
	3
	3
	1
	8
	
	
	
	
	
	14
(1)

	枚方土木事務所
	
	
	1
	1
	1
	3
	6
	
	
	1
	2
	1
	1
	5
	
	
	1
	
	1
	12

	八尾土木事務所
	
	
	1
	
	1

(1)
	1
	3
(1)
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	1
	
	
	1
	5
(1)

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	2
	2
	3
(1)
	1

(1)
	8
(2)
	
	1
	
	
	1
	10
(2)

	鳳土木事務所
	
	
	
	2
	
	2
	4
	
	
	
	2
	2

(1)
	1
	5(1)
	
	
	1
	1
(1)
	2(1)
	11
(２)

	岸和田土木事務所
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	1
	1
	
	2
	4
	
	2
	
	
	2
	7

	西大阪治水事務所
	
	
	1
	
	1
	
	2
	
	1
	
	2
	
	3
	6
	
	2
	1
	
	3
	11

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	
	2
	1
	3
	
	
	1
	
	1
	6

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	
	
	2

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	1

(1)
	1

(1)
	
	
	
	1
	2

(1)
	
	3(1)
	
	
	
	
	
	4
(2)

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	3
	5
	6
(3)
	14
(3)
	
	
	
	
	
	14
(3)

	安威川ダム建設事務所
	
	
	1

(1)
	
	
	
	1

(1)
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	
	
	3
(1)

	モノレール建設事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	計
	
	
	4
(1)
	3
	9
(2)
	12
(1)
	28
(4)
	
	2
	4
	18
	20
(3)
	18
(4)
	62
(7)
	
	7
	4
	2
(2)
	13(2)
	103
(13)

	合　　計
	1
	1
	4
(1)
	6
	11
(2)
	21
(3)
	44
(6)
	1
	6
	5
	20
	26
(3)
	28
(6)
	86
(9)
	
	7
	4
	2
(2)
	13(2)
	143

(17)


＊（　）は再任用で内数
	Ｍ
	部長級
	Ｐ
	課　長　補　佐　級

	Ｎ
	次長級
	Ｑ
	主　　　査　　　級

	Ｏ
	課　　　長　　　級
	Ｒ
	主事･技師級


(3)　予算グループ　
都市整備部全体の予算編成並びに決算に関する事務を主な事務内容とし、本庁並びに各予算執行機関への歳出予算の配当、国庫支出金の受入及びその他調整事務を処理した。

また、会計検査院の受検対応、監査及び新公会計制度にかかる部内調整事務を処理した。
　ア．歳　　　入

　　　当該年度の歳入額は、一般会計472億5,167万688円、特別会計27億1,575万9,134円、企業会計1,039億6,729万637円、合計1,539億3,472万459円であり、 その内容は次のとおりである。

一般会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	負担金
	円
3,108,092,728
	円
3,108,092,728
	％
6.6 
	

	使用料
	3,963,182,519
	3,946,378,351
	8.3 
	

	手数料
	16,844,200
	16,844,200
	0.0 
	

	国庫補助金
	34,644,161,645
	34,644,161,645
	73.4 
	

	国庫委託金
	37,000
	37,000
	0.0 
	

	財産運用収入
	89,621,236
	89,621,236
	0.2 
	

	財産売払収入
	1,010,050,800
	1,010,050,800
	2.1 
	

	寄附金
	5,608,792
	5,608,792
	0.0 
	

	特別会計繰入金
	1,069,743,000
	1,069,743,000
	2.3 
	

	基金繰入金
	1,245,068,328
	1,245,068,328
	2.6 
	

	延滞金、加算金及び過料等
	280,734
	35,934
	0.0 
	

	貸付金元利収入
	470,084,094
	470,084,094
	1.0 
	

	受託事業収入
	695,578,362
	695,578,362
	1.5 
	

	雑入
	8,576,287,010
	950,366,218
	2.0 
	

	計
	54,894,640,448
	47,251,670,688
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	財産収入
	円
4,200,000
	円
4,200,000
	％
0.3 
	

	財産売払収入
	238,396,226
	238,396,226
	15.2 
	

	他会計繰入金
	564,732,864
	564,732,864
	36.0 
	

	雑入
	285,205,667
	274,056,412
	17.5 
	

	立替施行事業収入
	7,602,684
	7,602,684
	0.5 
	

	府債
	60,000,000
	60,000,000
	3.8 
	

	国庫補助金
	50,000,000
	50,000,000
	3.2 
	

	繰越金
	369,340,585
	369,340,585
	23.5 
	

	計
	1,579,478,026
	1,568,328,771
	100.0
	


不動産調達特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	繰越金
	円
1,069,743,000
	円
1,069,743,000
	％
93.2 
	

	財産収入
	77,687,334
	77,687,334
	6.8 
	

	雑入
	29
	29
	0.0 
	

	計
	1,147,430,363
	1,147,430,363
	100.0 
	


流域下水道事業会計
流域下水道事業収益

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	営業収益
	負担金
	円

22,507,096,950
	円

22,507,096,950
	％
35.4 
	

	
	受託事業収益
	1,564,337,591 
	1,564,337,591 
	2.5
	

	営　　業　　外　　収　　益
	受取利息及び
配当金
	3,778,170
	3,778,170
	0.0 
	

	
	国庫補助金
	8,670,000
	8,670,000
	0.0 
	

	
	他会計補助金
	8,724,838,000
	8,724,838,000
	13.7
	

	
	長期前受
金戻入
	29,810,344,902 
	29,810,344,902 
	46.9
	非現金

	
	雑収益
	38,641,303 
	38,641,303 
	0.1
	

	
	売電事業収入
	  620,709,954 
	  620,709,954 
	1.0
	

	
	施設使用
料収益
	  135,571,630 
	  135,571,630 
	0.2
	

	
	消費税及び地方消費税
還付金
	121,138,558 
	121,138,558 
	0.2
	

	計
	63,535,127,058
	63,535,127,058
	100.0
	内非現金
29,810,344,902


流域下水道事業資本的収入

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	備　考

	企業債
	円

14,025,000,000 
	円

14,025,000,000 
	％
34.7 
	

	国庫補助金
	10,729,556,000　
	10,729,556,000　
	26.6
	

	負担金
	4,828,441,038
	4,828,441,038
	11.9
	

	出資金
	5,341,447,000
	5,341,447,000
	13.2
	

	受託金
	614,657,661 
	614,657,661 
	1.5
	

	基金繰入金
	4,893,061,880
	4,893,061,880
	12.1
	

	合　　計
	40,432,163,579
	40,432,163,579
	100.0
	


イ．歳　　　出

当該年度の歳出額は、一般会計1,375億3,524万19円、特別会計27億7,930万7,640円、企業会計1,105億8,014万5,598円、合計2,508億9,469万3,257円であり、その内容は次のとおりである。
　

一般会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	都市整備
管理費
	円
13,902,731,000
	円
11,505,771,824
	円
11,108,179,761
	％
8.1 
	繰越額　　

0

他部課配当額

2,396,959,176

	道路
橋りょう費
	69,868,107,000
	69,740,827,025
	48,577,388,587
	35.3 
	繰越額
14,647,690,000

他部課配当額

127,279,975

	河川海岸費
	74,598,403,000
	72,917,322,476
	51,081,958,342
	37.2 
	繰越額
21,071,938,000

他部課配当額

1,681,080,524

	港湾費
	3,609,229,000
	788,037,256
	4,537,882
	0.0 
	繰越額

783,494,000
他部課配当額

2,821,191,744

	都市計画費
	27,432,397,000
	27,427,876,400
	24,368,093,274
	17.7 
	繰越額
2,676,892,000
他部課配当額

4,520,600

	土木施設
災害復旧費
	584,047,000
	584,047,000
	430,419,701
	0.3 
	繰越額

126,766,000

他部課配当額

0

	小計
	189,994,914,000
	182,963,881,981
	135,570,577,547
	98.6 
	繰越額

39,306,780,000

他部課配当額

7,031,032,019

	他部課
予算分
	1,970,167,258
	1,970,167,258
	1,964,662,472
	1.4 
	

	計
	191,965,081,258
	184,934,049,239
	137,535,240,019
	100.0 
	


港湾整備事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	港湾整備
事業費
	円
9,275,269,000
	円
296,347,671
	円
160,534,541
	％
100.0
	繰越額

135,808,000

他部課配当額

8,978,921,329

	予備費
	1,000,000
	1,000,000
	0
	0.0
	

	計
	9,276,269,000
	297,347,671
	160,534,541
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	土地区画

整理

事業費
	円
1,317,703,000
	円
1,300,904,328
	円
1,217,303,244
	％
78.6 
	他部課配当額

16,798,672

	関連

事業費
	366,728,000
	366,728,000
	331,726,855
	21.4 
	繰越
35,000,000

	予備費
	1,000,000
	1,000,000
	0
	0.0 
	

	計
	1,685,431,000
	1,668,632,328
	1,549,030,099
	100
	他部課配当額

16,798,672

繰越
35,000,000


不動産調達特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	公共用地
先行取得費
	1,069,743,000
	1,069,743,000
	1,069,743,000
	100.0
	

	計
	1,069,743,000
	1,069,743,000
	1,069,743,000
	100.0
	


流域下水道事業会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	流域下水道事業　費用
	円
66,837,057,000
	円
66,837,057,000
	円
65,117,317,519
 
	％
58.9


	内非現金
37,580,114,563　

	流域下水道事業資本的支出
	53,711,507,000
	53,711,507,000
	45,462,828,079
	41.1
	繰越額

8,092,788,000

	計
	120,548,564,000
	120,548,564,000
	110,580,145,598
	100.0
	内非現金
37,580,114,563


ウ．国費関係事務

国庫補助金に関する支出負担行為担当官として事務を処理した。

	所 管 及 び 会 計 区 分
	金　　額
	

	
	
	左 の う ち 大 阪 府 分

	国土交通省所管分
	円
128,408,265,571　
	円
44,769,776,945　

	
	一般会計
	128,408,265,571　
	44,769,776,945　

	
	東日本大震災復興特別会計
	0　
	0　


(4)　都市整備部指定出資法人管理事項

　ア．指定出資法人の名称

　　　　大阪モノレール株式会社
　　　　大阪府道路公社

　　　　大阪府土地開発公社

　　　　公益財団法人　大阪府都市整備推進センター

　　　　大阪外環状鉄道株式会社

　　　

　イ．指定出資法人の管理について

　　　指定出資法人の管理については、平成18年10月1日に施行された「大阪府の出資法人等への関与を定める条例」に基づき管理を行っている。
令和３年度は、令和２年度分の経営評価に対し審査を行い、また、団体の事業計画書、予算書、業務報告書、決算関係書類等について指導を行うとともに、協議関係書類の合議を受けるなど団体の適正な管理に努めている。
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